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略 語

改正法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・所得税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第３号）
改正法令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・法人税法施行令の一部を改正する政令（令和５年政令第135号）
改正法規・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・法人税法施行規則の一部を改正する省令（令和５年財務省令第13号）
改正措令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・租税特別措置法施行令等の一部を改正する政令（令和５年政令第145号）
改正措規・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・租税特別措置法施行規則等の一部を改正する省令（令和５年財務省令第19号）
法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正法による改正後の法人税法
法令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正法令による改正後の法人税法施行令
法規・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正法規による改正後の法人税法施行規則
措法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正法による改正後の租税特別措置法
措令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正措令による改正後の租税特別措置法施行令
措規・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正措規による改正後の租税特別措置法施行規則
旧措法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正法による改正前の租税特別措置法
旧措令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正措令による改正前の租税特別措置法施行令
共同化調査省令・・・・・・・・・・・・・・・・国内外における経営資源活用の共同化に関する調査に関する省令（令和２年経済産業省令第36号)
共同化調査省令証明基準・・・・・・・・国内外における経営資源活用の共同化に関する調査に関する省令の規定に基づく経済産業大臣の

証明に係る基準等（令和２年経済産業省告示第85号）
令５経済産業省告示50 ・・・・・・・・・・租税特別措置法施行令第39条の34の３第１項第６号に規定する事業の成長発展が見込まれるものと

して経済産業大臣が定める要件（令和５年経済産業省告示第50号）
事業再編実施指針・・・・・・・・・・・・・・事業再編の実施に関する指針（平成26年財務省・経済産業省告示第１号）

（注） この資料は、令和５年３月31日現在公布されている法令に基づき作成しています。
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